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 本論文で用いた記号は以下の通りである．他の記号については文章中にて説明する． 
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第 1 章 序論 

1.1 本研究の背景 

 管内における圧縮性流体の波動の伝達現象は，工業界において数多く見受けられる．例え

ば，貨車に設置されている空気ブレーキ装置におけるブレーキ作動の際(1)，あるいは，ガス輸

送管における弁の急開閉または管の破断の際(2)，いずれも管内は圧縮波や膨張波をともなう非

定常流れとなる．このような圧縮波や膨張波の特性については，1948 年に Bannister ら(3)，1955

年に Mucklow ら(4)が管内を伝播する圧縮波の減衰と反射波の問題について，管長 27.4m の実

験を含めて理論的検討を行った．また 1970 年代には Hall ら(5)(6)(7)により，管内における膨張

波の伝播特性について詳細な理論的研究が行われている．一方わが国では，Watanabe(8)が

1.95m の四角ダクトを用いて膨張波の伝播に及ぼす境界層の影響を検討している． 

 近年，管内を伝播する圧力波が工業的に問題となっている．その例として，現在特に注目さ

れているものを以下に挙げる．まず，高出力な自動車用エンジンの高速回転運転時に排気管

開放端より発生する排気音がある．この排気音は金属板が振動する時に発生するような“ビ

ー”あるいは“バリバリ”という非常に耳障りな音色を有する．この排気音の低減対策を講じ

るには，エンジンの排気口で発生した圧力波が排気管出口まで伝播するメカニズムを知る必

要がある(9)．また，側壁付着系素子のようなスイッチング素子の動的切替用装置として用いら

れる空気圧伝送回路では，信号伝送に電気系ではなく空気圧系が用いられるため，管路内で

の空気圧信号の減衰や，波形の歪みが大きい．したがって，空気圧制御回路を設計する際に

は，空気圧信号の減衰割合，圧力波形の歪みなどを正確に予測することがきわめて重要にな

る(10)． 

 ところで，圧力波には，衝撃波，圧縮波，膨張波など様々なものが存在するが，本研究では，

工業上の問題例として多くみられる圧縮波に焦点を当てる． 

工業的に管内を伝播する圧縮波が問題となっている例として，高速列車がトンネルに突入

する際にトンネル出口から放出される衝撃音が挙げられる．高速列車がトンネルに突入する

と，列車のピストン効果により列車前方にある空気を圧縮し，圧縮波が形成される(11)．形成

された圧縮波はトンネル内をトンネル出口へ向かって伝播し，出口に達する．圧縮波がトン

ネル出口に到達すると，衝撃音を伴うパルス状の圧力波である微気圧波(12)となってトンネル

出口から放出される．この衝撃音を低減するためには，トンネル内を伝播する圧縮波の出口

に達するまでの距離減衰特性や伝播する間の圧縮波の波面変形についての解析(13)が重要とな

る．当初から問題解決のために研究を行ってきた鉄道総合技術研究所（JR 総研）によれば，

この衝撃音の強さは列車のトンネルへの突入速度のほぼ二乗に比例すると考えられる．現在

JR 総研および東海旅客鉄道（JR 東海）が 500km/h オーバーの磁気浮上式リニアモーターカー

の開発を行っているが，走行する列車が超高速運転を行うことが予想される．そのため，現存
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の対策では不十分になる可能性があり，トンネル出口から放出される衝撃音の強さをより正

確に見積るといった，更なるトンネル騒音低減対策を講じる必要がある． 

管内を伝播する圧縮波や非常に弱い衝撃波によって誘起される流れの測定法の一つとして，

密度干渉計がある．従来から用いられてきた光学干渉法では，テストビームと基準ビームと

の間の光路差を干渉縞として可視化して観測してきた．しかしながら，両ビームが通る媒質

の密度差による光路差が，両ビームの波長と同じオーダー程度であるような微少な密度変化

に対しては，従来の密度干渉法の使用は困難になる．近年，微少な密度変化が検出できる干渉

計としてウォラストンプリズムを用いたものが開発されており，マッハ・ツェンダー干渉計

やシュリーレン干渉計への適用(14)(15)，境界層の光学的遷移点検出(16)，二次流れ場の可視化法

(17)等がある．Smeets により開発されたレーザ差動干渉法(LDI)は，密度差を電気的に直接測定

する計測する方法の一つ(18)(19)で，この干渉法によれば，光路差変化が光の波長の 1/100 程度

までは十分分解でき，圧縮波背後の微少な密度変化を伴う非定常流れの定量的測定には最適

である． 

一般に，管路内を伝播する圧縮波は，衝撃波のようなステップ状の圧力波ではなく比較的

緩やかな圧力勾配を持つ圧力波であり，なおかつ圧縮波は非常に強さが弱い（圧縮波の波面

の圧力上昇を伝播衝撃波マッハ数に換算すると，1.02 程度となる）ために，これまでに数多

くの実験的及び理論的な研究が行われてきた(20)(21)(22)衝撃波に比べ，圧縮波波面の減衰や変形

に関してあまり研究されていない．また，それらの研究は，圧縮波波面前面に焦点を当て伝播

特性を考察したものが多い．しかし，圧縮波の伝播特性を論じるには，波面後方の波形の減衰

や変形も考慮する必要がある．一例として，圧縮波背後に発達する非定常境界層が挙げられ

る． 

 

1.2 本研究の目的 

本研究では，急速開口弁を持つ波動シミュレータを用いて，波形の異なる初期圧縮波を作

り出し，長い管路内を伝播させる．そして，圧力計を長距離において設置し長い距離を伝播し

た圧力波の伝播特性を明らかにするとともに，圧力波背後の流れ場をレーザ差動干渉計によ

り主流との密度差を測定することで，圧力波背後に発達する非定常境界層の発達と遷移の特

性および層流から乱流への遷移が流れ場と圧力波に与える影響について明らかにすることを

目的とする． 
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1.3 本論文の構成 

 本論文は全 5 章より構成されている． 

第 1 章では，本研究の背景および目的，本論文の構成について述べている． 

第 2 章では，衝撃波背後の非定常境界層についての従来の研究について述べている． 

第 3 章では，本研究に用いた実験方法と測定方法について述べている． 

第 4 章では，実験から得られた結果とその考察について述べている． 

第 5 章では，第 4 章の結果および考察から得られた本論文の結論を述べている． 
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第 2 章 従来の研究 

 有限の幅をもつ波動により誘起される非定常境界層については，膨張波背後のそれに関し

て，わずかに理論的な報告(23)(24)がなされているだけで，圧縮波背後の非定常境界層に関して

は過去にあまり行われていない．それは，圧縮波波面内の非定常な加速流れ領域における境

界層の発達過程が無視できず，さらに波動の非線形効果や，流体の持つ粘性により生じる散

逸効果等，考慮すべきパラメータが複雑に絡んできて，解析的取扱いが極めて面倒になるか

らである．それに対して，衝撃波の背後に発達する非定常境界層の研究については，衝撃波管

の研究が世界的に盛んに行われていた 1950 年，60 年代を中心に数多くの理論的および実験

的な論文が報告されており，その種の境界層に関してはほぼ研究し尽くされたと考えてよい．

衝撃波も圧縮波と同様，非定常な圧力上昇を伴う波動であるので，これらの理論計算手法や

実験データは，圧縮波背後に誘起される非定常境界層の特性を調べる際，かなり有意義な比

較が行えると考えられる． 

  そこで，本章では衝撃波背後の非定常境界層について，特に Mirels による理論計算法や，

境界層の乱流遷移の問題に関するこれまでの実験結果について紹介する． 

 

2.1  Mirels による非定常境界層理論(25)(26)(27) 

 衝撃波管内においては，図 2.1(a)に示すように，衝撃波背後および膨脹波背後で管壁に沿っ

て境界層が発達する．膨張波は x-t 線図上では扇状に広がるが，Mirels は問題を簡素化するた

めに，図 2.1(b)(c)に点線で示すように膨張波前面にこれらの波を集中させ，いわゆる負の衝撃

波に置き換えて問題を取り扱っている．膨張波が弱い場合は有心膨脹波の幅が非常に狭く，

このような取り扱いも許されると考えられる．しかし，膨張波が弱くない場合でもこの仮想

的な負の衝撃波を有心膨張波内の適当な位置に置くことによって膨張波から十分離れた位置

での境界層については十分正しい結果が得られると考えられる．この負の衝撃波を想定する

ことによって，膨張波および衝撃波の両背後に発達する非定常境界層を統一的に扱うことが

可能になる． 

実験室系から見た境界層は図 2.2 に示されているが，それぞれの波面とともに動く座標系か

ら見ることにより，図 2.3(a), (b)のように定常的な境界層に置き換えられる．図 2.3 に示すよ

うに座標 x, y をとり，壁および一様流の速度をそれぞれ uw ,ueとすれば，図 2.2 と図 2.3 との

間に次の関係式が成り立つ． 



5      

 





















vv

uuu

yy

tuxx

w

w

       (2.1) 

ここに取り上げた境界層問題を解くにあたって，次のような仮定を設ける． 

(1) 二次元で，定常な層流境界層である． 

(2) 境界層の外側で流れは一様で圧力，速度は一定である． 

(3) 壁面の温度は一定である．この仮定は衝撃波音においては壁の熱容量が十分に大

きいので常に成り立つ． 

以下，層流境界層および乱流境界層についてそれぞれ説明していく． 

 

2.1.1 層流境界層 
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yy

T
v

x

T
uc p      (2.2c) 

 RTp       (2.2d) 

 
ee

ww

TTuuy

TTvuuy





,;

,0,;0
    (2.2e) 

 ここに(2.2a)式は連続の式，(2.2b)式は運動量の式，(2.2c)はエネルギー式，(2.2d)式は状態方

程式，(2.2e)式は x>0 における境界条件を示す．また，粘性係数，熱伝達率 k は温度 T に比

例し，定圧比熱 Cp，プラントル数 Pr は温度に無関係に一定であるとする． 

 

基礎方程式の変換  

連続の式を満足するよう流れ関数 を以下のように定義する． 

x

y

u

w

w























      (2.3) 

ここで，相似変数を次式のように定義する． 
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dy
T

T

x

u y

a

w

w

e





2

     (2.4) 

この相似変数は Howorth(1948)により導入された式で，境界層内で圧力勾配がない場合に，(x,y)

座標における圧縮性流れの方程式が，(x,η)座標における非圧縮性流れの方程式に帰着される

という意味を持つ．この相似変数を用い，無次元流れ関数  

)(2  fxvu we       (2.5) 

を導入することにより運動量の式は自動的に満足され，運動量の式は， 

0 fff       (2.6) 

このとき fuu e
/ であり，ここでの境界条件は， 

1)(

)0(

0)0(







f

uuf

f

ew
      (2.7) 

またエネルギー式は， 

2
2

)( f
Tc

Pru

T

T
fPr

T

T

ep

e

ee





























    (2.8) 

(2.8)式は線形微分方程式なので，T に関する一般解は熱伝達を無視した解と熱伝達の効果との

重ね合わせとして表現することができる．すなわち，次式で示される． 

)()0(1
2

1
1)(1

2

1-
1

22







srM
u

u

T

T
rM

u

u

T

T
e

e

w

e

w
e

e

w

e 

































































 (2.9) 

関数 )(r と )(s は，次式の常微分方程式の解である． 

0)0()(

)(

1

Pr2 2

2



















rr

f

u

u
rPrfr

e

w      (2.10) 

 

0)(;1)0(

0





ss

sPrfs
      (2.11) 

(2.6)式，(2.10)式，(2.11)式の微分方程式は壁面上と境界層端での境界条件を満足するように，

ルンゲ=クッタ法を用いて数値計算を行い，解を求めた．Pr = 0.72(空気)に対する実験室系で

の速度分布，r(η), s(η)と η との関係を，uw ∕ ueをパラメータとして図 2.4(a),(b),(c)にそれぞれ示

す．図 2.4 (a)は fuu e
/ の関係式から求めた．ここで，uw ∕ ue>1 が衝撃波，uw ∕ ue<1 が膨張波

に対応する． 
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 このように，相似変数 η を導入することで境界層内の速度分布，温度分布が全ての任意の

断面 x で相似であると考えることにより，上述のように境界層方程式は常微分方程式に変換

され，相似解を得ることができる． 

 

2.1.2 乱流境界層 

 境界層が層流の場合は，流体粒子は壁面に沿って層状に流れ，剪断応力はニュートンの粘

性法則に従うので，非定常境界層の厳密な計算も容易であるが，実際の衝撃波管内の境界層

は層流より乱流の場合の方がはるかに多い．しかし，乱流境界層においては，流れが層流の場

合のように単純ではなく計算は非常に面倒になる．そのため，Mirels は簡単のため無次元速度

分布を u ∕ U を y ∕ δ の指数関数で与える，いわゆる指数則を用いて計算を行っている．すなわ

ち， 

10  T では， 

71

T

we

w

uu

uu





      (2.12) 

T1 では， 

1




we

w

uu

uu
      (2.13) 

ここで， 
~

yT  （
~
は速度境界層の 99%厚さ）とする． 

境界層の 1/7 乗則は古くから使われてきた法則であり，もとは円管の管摩擦係数に対する

Blasius の実験式から出発したもので，理論的根拠は少ないが，境界層の簡易計算に便利で，

しかも実際の速度分布をかなりよく近似できる(28)．さらには，高マッハ数の流れにおいても

1/7 乗則は実験データとよく一致することが確認されている(29)． 

T ∕ Te = ( ρe ∕ ρ )と ζTとの関係式は，Crocco(1935)の方程式を使って次式で示される． 

10  T では， 

)1(
7271

TT

e

we

e

cb
T

T

T

T





      (2.14) 

T1 では， 

1


e

eT

T
       (2.15) 

ここで， 

w

e

e

r

w

r

T

T

T

T
c

T

T
b















1

1

       (2.16) 

Trは回復温度であり，半無限平板上の高速乱流境界層の場合は， 
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pe

e

e

w

e

r

cT

ru

u

u

T

T

2

)0(
11

22











      (2.17) 

また，r(0)は温度回復係数であり，乱流の場合 

3 Pr)0( r        (2.18) 

Crocco の方程式はもともとプラントル数が 1 という条件で立てられた式であるが，係数 b,c が

回復温度の項で示されることで，プラントル数が 1 からそれほど離れていない範囲で Crocco

の式は妥当であるとしている． 

 (2.12)式と(2.14)式から境界層の運動量厚さ θ および排除厚さ δ* は次式で示される． 













































 876 12117~ I

u

u
I

u

u
I

u

u

u

u

T

T

e

w

e

w

e

w

e

w

w

e




  (2.19) 























 76

*

171~ I
u

u
I

u

u

T

T

e

w

e

w

w

e




     (2.20) 

ここで， 876 ,, III は b,c の関数であり次式で定義される． 

)8,7,6(
1

1

0 2



  Ndz

czbz

z
I

N

N     (2.21) 

従って，速度境界層の 99%境界層厚さ
~
は，次式で示される． 

x
xu

v

u

uu

u

e

e

e

we

w
5153

54

1

~

1

0574.0
~





































    (2.22) 

ここで， 
4341























m

e

e

m

T

T




       (2.23) 

Tmは高速気流中における規準温度であり，Eckert によると次式で示される． 

  )(22.05.0 erewm TTTTT       (2.24) 

 

2.1.3 層流および乱流境界層の発達の様子 

 次に，層流および乱流の両境界層について，上述の計算結果の比較を行う．この場合，まず

層流境界層において η を壁面からの高さ y に変換する必要がある．(2.4)式より η と y との関

係は，次式で示される． 





02

1
d

T

T

xv

u
y

ww

e       (2.25) 

この式より層流の場合の高さを y に変換し，実際に両境界層内のプロファイルを計算した一

例を図 2.5 に示す．ここでの条件は，温度 T1が 7℃の時の， 衝撃波強さが ΔP=15.92 kPa の場
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合の例である．図 2.5(a),(b),(c)はそれぞれ，壁面よりの無次元高さ y ∕ δ に対応する絶対座標形

での境界層内の速度分布，温度分布，密度分布を示している．図 2.5 より，両境界層とも速度

分布は定常境界層の場合と同様の分布を示している．また，温度分布に関しては，壁面温度が

衝撃波通過後も常に一定であるために高さ y の増加と共に壁面温度 Tw から主流の温度 Te ま

で境界層内で滑らかに上昇していくという傾向になる．また，乱流境界層の方が壁面近傍で

の温度の回復がすばやく行われており境界層内の温度分布も層流，乱流とかなり異なってい

ることがわかる．これに対して密度分布は境界層断面で圧力勾配がないという仮定のもとで

は温度分布の逆数をとった形と等しく，図 2.5(c)に示されるように壁面上で最も密度が大きく，

壁面から遠ざかるにつれて密度は減少していくという傾向になる． 

次に，衝撃波背後での非定常境界層の発達様子を図示したのが図 2.6 である．実際の境界層

は衝撃波のすぐ後方では層流で，その後乱流に遷移するのが普通であるが，ここでは簡単の

ため衝撃波背後の境界層は完全に層流あるいは乱流という仮定のもとで計算する．境界層排

除厚さ * ，運動量厚さ θ は一般に， 













































dy
u

u

u

u

dy
u

u

eee

ee

0

0

*

1

1











      (2.26) 

で示され，層流境界層の計算ではこの式から厚さを直接求め，乱流では(2.19)および(2.20)式を

使って排除，運動量厚さを求めることができる．図 2.6 では，層流，乱流とも境界層の 99%速

度境界層厚さを δ で示している．また，乱流境界層では Pr =1 という条件での発展式を用いて

いる．図 2.6 は，(a)が層流境界層，(b)が乱流境界層を示しており，圧力条件は図 2.5 の場合と

同じで，縦軸が壁面からの高さ y，横軸が衝撃波固定座標系からみた波面背後の距離 xs であ

る．図 2.6 より，99%厚さは乱流境界層の方が層流に比べ発達がかなり早く，衝撃波の 30m 後

方では厚さに 10 倍程度の開きがある．また，排除厚さおよび運動量厚さは共に負になるのだ

が，これは境界層が主流を排除するのではなく，主流から質量を吸収することを意味するの

である．すなわち衝撃波により誘起される非定常境界層は主流から質量を取り除く空気力学

的吸い込み(Aerodynamic sink)のような作用があるといえる．このような境界層の吸い込み効

果によって膨張波が発生し，これらの膨張波が衝撃波に追いつき干渉すると，衝撃波の強さ

が弱められ，衝撃波の減衰が起こる． 

乱流境界層の計算は多くの仮定のもとで発展したものであり，実際の流れ場とよく一致す

るのか疑問の余地が残る．しかし，これについては Martin がマッハ・ツェンダー干渉計で非

定常境界層の測定を行い，その結果，乱流の場合でも Mirels の式は境界層プロファイルをか

なり正確に計算できることが分かっている(30)． 
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2.2 非定常境界層の乱流遷移に関するこれまでの研究 

伝播する衝撃波の背後に発達する境界層の遷移については，これまでに数多くの実験的研

究が行われている(31)~(39)．従来の研究(40)から波面背後に見られる圧力のオーバーシュートは，

圧縮波の誘起する非定常流れの層流境界層から乱流境界層への遷移により，壁面の摩擦係数

が変化することに影響されると考察できるので，波面背後に発達する非定常境界層の遷移レ

イノルズ数を導入し検討を行う．Hartunian の研究(31)より，遷移レイノルズ数 Retrは次式で与

えられる． 

tr

s

s

tr
t

uU

Uu
Re 




)(

2


       (2.27) 

ここで，u は流速，Usは衝撃波伝播速度，Δttrは衝撃波により誘起された粒子が遷移点へたど

り着くまでの時間である．過去の研究(40)の結果を図 2.7 に示す．ここで，過去の研究では u に

は図 3.13 の(d)点における流速，Δttrには Δttr1，Δttr2を代入し，Retrを求めている．図中の横軸

は下式で表されるレイノルズ数である． 

 


Du
Re 2        (2.28) 

また，図中には平板に沿う定常境界層における，層流境界層から乱流境界層への遷移が始ま

るレイノルズ数 Re=3.5×105，及び遷移が完了するレイノルズ数 1.0×107も示してある(41)．同じ

レイノルズ数でも遷移レイノルズ数の値にばらつきが生じるのは，オーバーシュートの変形

が時間の履歴を伴うものであり，圧縮波強さが同じであっても波形が異なることによるもの

と考えられる．図 2.7 より，円管の遷移現象における遷移レイノルズ数は，平板境界層理論に

おける遷移開始の値と同等のスケールを持つことがわかる． 

以下，衝撃波管内に挿入された平板および管壁に沿って発達する非定常ないしは準定常境

界層の乱流遷移についてこれまでの研究を概観する． 

  

2.2.1 非定常平板境界層の遷移 

衝撃波管内に挿入された平板上を衝撃波が進行するとき，平板上に発達する層流非常境界

層(図 2.8)については，理論的にも実験的にもほぼ完成の域に達していると見なしてよい．し

かし，この種の 境界層の乱流へ の遷移に関する 研究は，未だ不 十分で，

Davies&Berstein(33),Cook&Luu(36)の実験的研究があるのみである．Cook らは図 2.9 に示すごと

く，x-t 線図上に遷移点を示して，排除厚さに基づくレイノルズ数 Reδ
* と対比している．図 2.9

は，Ms=3.24 (P1=75 mmHg) の場合であるが，衝撃波背後の準定常境界層領域では，遷移点の

レイノルズ数は Reδ
* =345 であるのに対し，平板先端側の定常 Blasius 境界層では Reδ

* =690 と

高くなっており，これは Ostrach&Thornton の線形安定性理論(41)による予測とは傾向が全く逆
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になっている． 

 

2.2.2 衝撃波管内に発達する準定常境界層の遷移 

衝撃波の背後，衝撃波管管壁に沿って発達する準定常境界層の乱流への遷移については，

Boison(35)の詳しい解説がある．Ostrach らの線形安定性理輪に基づく計算によれば，衝撃波が

強くなるほど遷移レイノルズ数が高くなり，Ms=2.92 (κ =1.4) では無条件安定となる． 

しかし，これは全く実験とは逆であり，実験では衝撃波が強くなるほど遷移レイノルズ数

は低くなっている．なお，上述の線形安定性理論では，速度分布，圧縮性，および壁での冷却

の三つの効果が考慮されているが，Matsusita&Akamatsu らの計算によれば，速度分布のみの

効果だけを取り出してみても，衝撃波が強いほど遷移レイノルズ数は高くなっている(42)．

Boison 自身の実験によれば， 

(1)遷移レイノルズ数は，壁面での冷却効果の影響を受けて大きく変動し，これは壁面での冷

却効果が大きいほど顕著である． 

(2)遷移レイノルズ数は，衝撃波マッハ数 Msとユニットレイノルズ数に強く依存している． 

(3)ユニットレイノルズ数が高いほど，流れ場の微小圧力変動が大きく，遷移レイノルズ数が

低くなっている（衝撃波管を駆動する圧カレベルが高いほど，圧力変動も大きく，流れ場

の外乱が大きくなるものと考えられる）． 

膨張波背後の非定常境界層について，Amr&Hall が行った実験についても上と同様に遷移レ

イノルズ数は線形安定性理論よりも低い値が得られている(43)． 
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図 2.1 衝撃波管内の気流の状態と境界層 

 

図 2.2 実験室系から見た境界層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 波動固定座標系から見た境界層 
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(a) 層流境界層厚さ                      (b) 乱流境界層厚さ 

 

図 2.6 非定常境界層厚さの距離による変化 (ΔP=15.92 kPa) 

 

 

図 2.7 非定常境界層の遷移レイノルズ数 
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図 2.8 平板上に発達する層流非定常境界層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 非定常境界層の x-t 線図 

(Ms = 3.24，P1 = 75 mmHg)
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第 3 章 実験装置および方法 

3.1 レーザ差動干渉計の原理 

 図 3.1 にレーザ差動干渉法(Laser Differential Interferometry；略称 LDI)の概略を示す．詳細に

ついては，3.2.3 レーザ差動干渉計にて詳しく述べる．レーザから出た直線偏光のビームは，

1/4 波長板により円偏光に変えられ，第 1 のウォラストンプリズムにより互いに垂直な偏光面

を持つ 2 本のビームに分離される．このウォラストンプリズムから焦点距離だけ離して設置

したレンズによりビームは平行な 2 本のビームとなり，それぞれのビームは基準ビーム及び

測定ビームとして用いられる．そして，2 本のビームは第 2 のレンズ及びウォラストンプリズ

ムにより再結合するが，偏光面は互いに垂直なため干渉は生じない．ビームの位相は，直後に

設置してあるバビネ・ソレイユ補償器により調節することができる．第 3 のウォラストンプ

リズムへ入射するビームの偏光方向が，図 3.2 に示すように y 及び z 方向であるとすると，光

ベクトル Ey及び Ezは次式で示される． 

 




























xPE

xPE

zz

yy

2
cos

2
cos

     (3.1) 

ここで x はビームの進行方向の距離，λ はレーザビームの波長，Δは 2 本のビームの間の光路

差，Pxおよび Pyはそれぞれ定数である．第 3 のウォラストンプリズムによってビームは混合

され，2 本の干渉したビームに分割される．分割されたビームの偏光方向をそれぞれⅠおよび

Ⅱとする．(図 3.2 参照) 光ベクトルは，それぞれ Eｙおよび EｘのⅠ軸およびⅡ軸方向への合成

となり，EⅠは次のようになる． 

 















A

B
xBA

EEE zy

12
1

22 tan
2

cos)(

sincos





Ⅰ

    (3.2) 

ただし， 

































2
sinsin

2
cossincos

・

・

z

zy

PB

PPA

     

また，EⅡは次のようになる． 
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


















2
cos)(

cossin

2
1

22 DC

EEE zyⅡ

     (3.3) 

ただし， 

































2
sincos

2
coscossin

・

・

z

zy

PD

PPC

     

2 本のビームの強度 IⅠ，IⅡは振幅の二乗であるので，式(3.2)および(3.3)より， 













2222

22

2222

22

cossin
2

coscossin2

sincos
2

coscossin2

zyzy

zyzy

PPPP

DCI

PPPP

BAI

























・・

・・

Ⅱ

Ⅰ

 (3.4) 

したがって，光路差が変化することにより，2 個のフォトダイオードに導かれるビームの

強度が変化する．フォトダイオードでビームの強度を電圧に変換し，差動回路により，その差

をとることを考える．フォトダイオードは，入射する光の強度に対して広い範囲にわたって

直線的応答を示すので，出力電圧 U は，それぞれのビーム強度を受けるフォトダイオードの

出力電力の差となる． 

Ⅰ

ⅡⅡⅠⅠ

UU

IkIkU
















2cos

-

      (3.5) 

ただし， 

22

0

)cossin()sincos(

2sin)(2





zyzy

xy

PPkPPkU

PPkkU





ⅡⅠⅠ

ⅡⅠ

  (3.6) 

ここで，kⅠ，kⅡはフォトダイオードの特性およびその回路により決まる定数である． 

フォトダイオードの出力電圧変化により密度変化を求めるには，次の計算を行う．L をビー

ムが透過する媒質の長さ，n を媒質の屈折率とし，添字 1,2 をそれぞれ基準ビーム及び測定ビ

ームを表すとすると，次式が成り立つ． 
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   




 




12

0
1

0
2

1 LL

dxxndxxn



    (3.7) 

密度 ρ と屈折率 n との関係は次式で示す Gladstone-Dale の公式で与えられる． 

0

1



Kn         (3.8) 

ここで，ρ0 は標準状態 (273 K, 1 気圧) における媒質の密度，K は標準状態における無次元

Gladstone-Dale 定数である．(3.8)式を(3.7)式に用い，その結果を(3.5)式に用いると，基準ビー

ム及び測定ビームが通る媒質の密度差 Δ(ρ2−ρ1)の変化に対応して得られるダイオードの出力

変化 ΔU は， 

  







 

L

dx
K

UU
0

12

0

2

0 cos 



    (3.9) 

となる．Δ∕ λ の変化に対する U の変化は，図 3.3 に示すような曲線になるので，測定をこの

曲線の中央付近で行うのであれば，(3.9)式より， 

dx
K

U

U L

 


0
00





      (3.10) 

となる．K, λ, ρ0,U0が既知であれば，測定した ΔU より密度差 Δ(ρ2 −ρ1)が求められる．U0以外

の量は容易に求められるが，U0はバビネ・ソレイユ補償器により図 3.3 で示すような Δ∕ λ に

対する U の変化を求めることで決定する．また，初期の U の設定もバビネ・ソレイユ補償器

により行う．なお，LDI の原理の詳細については，文献(44)を参照されたい．  

ところで従来，密度測定法としては種々の方法が提案されており，低密度領域では電子線

法が，また高密度領域ではシュリーレン法や光学干渉法が用いられてきた．また，波長可変レ

ーザの発達に伴い，分子気体の測定法として，レーザ誘起蛍光法(LIF)が近年注目されている．

これらの密度測定法のうち，光学干渉法がしばしば用いられてきたが，これは既知の密度を

規準にして干渉縞の明暗より密度を計算するものであり，従って，光の波長と同程度の密度

変化に対してはこの方法はもはや使用できなくなる． 

本研究で用いた LDI は，干渉縞をフォトダイオードで観測することにより光路差変化が光

の波長の 1/100 程度までは十分分解できる．この LDI により衝撃波背後の境界層内における

密度分布の時間変化の測定(45)，極低温衝撃波管を用いた衝撃波背後の水素および重水素の回

転緩和の測定(46)，衝撃波管内の流れの診断(47)，軸対称自由噴流の三次元密度測定(48)がこれま

で行われてきた． 

 本研究での LDI の流れ場への適用を考える．実験では，後に述べるように矩形断面のテス

トセクションを組み，レーザビームはテストセクションに対して垂直に入射させる．管内の

空気がレーザビーム方向に一様であると仮定すると，式(3.9)は， 
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  1
0

12

0

2

0 cos Udx
K

UU
L









  




    (3.11) 

(本研究の場合 K=2.92×10-4, =1.292 kg/m3, L=56 mm, =632.8nm) 

となる．式(3.11)では=のとき出力電圧 U が最大になる．式(3.11)を2に関する式に書き直

すと，次式のようになる． 

1

0

10
2 cos 




 













 
 

U

U

KL
     (3.12) 

式(3.12)の符号のうち，+は= 0 ~ /2 の範囲に，－は=/2 ~の範囲に対応する． 

図 3.4 に，密度差が時間 t とともに単調に大きくなっていったときの出力電圧の例を示す．t = 

0 で密度差はなく，そのときの電圧は U２である．図 3.4 のような場合，時間とともに干渉光

の明暗がいくつもできる．このような場合の一般式は 

  1

0

110

2 )1(1cos 



 




















 


 m
U

U

KL

n
   (3.13) 

ここで，は初期位相差による位相遅れである． 

 











 

0

121cos
U

UU


 

ΔU と U0は 

430

1

UUU

UUU




 但し， 4031 UUUU  である．  

図 3.4 のような場合の干渉光を時間的に記録すると干渉縞ができる．式(3.15)中の係数(m-1)は，

最初のピーク電圧の時点を基準にしたときの干渉縞の個数を示したものである．また，式

(3.13)中の指数(n+1)は，干渉縞の明るい部分から暗い部分に移行するときは偶数になり，暗い

部分から明るい部分に移行するときは奇数になる．しかし，密度差が小さくなっていく場合

は，上記と逆に指数(n+1)は干渉縞の明るい部分から暗い部分に移行するときは奇数になり，

暗い部分から明るい部分に移行するときは偶数となる．これにより式(3.13)の複合と同じ役目

を果たす．図 3.4 の中に，いくつかの m および n の値の範囲を載せている． 

以上のことにより，管内の空気が圧縮を伴って流れている場合の密度計測は，式(3.13)を用

いて行うことが出来る． 
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3.2 実験装置 

3.2.1 波動シミュレータ 

本研究で使用した波動シミュレータの概要を図 3.5 に示す．この実験装置は通常のショック

チューブの破膜装置を急速開口弁に置き換えたもので，波動駆動部(高圧室)，急速開口弁，波

動伝播管(低圧室，テストセクション)により構成される．通常の破膜装置を持つショックチュ

ーブでは，高圧室と低圧室との圧力差は比較的高く，隔膜による開口時間が短いため適切な

圧力波を形成するのが困難である．そこで本実験では，破膜装置の代わりに急速開口弁を用

いて実験を行った．高圧室は内径 76 mm，長さ 24 m の塩化ビニール製の円管で，ここに駆動

気体として空気を封入する．また，高圧室と低圧室の気密を保つため仕切り板の両側には O

リングを設置してある．低圧室は図 3.6 に示すように，直管 5 本，曲率半径 R=5000 mm で曲

げられた矩形管 5 本，曲率半径 R= 4800 mm で曲げられた矩形管 2 本の合計 12 本で構成され

ており，全長が 60 m となっている．低圧室に使用した管はすべて断面 56 mm×56 mm のステ

ンレス製の矩形管である．管端は大気に開放されている．そして，この低圧部には開口部の仕

切り板から 0.75 m，9.66 m，25.27 m，40.87 m，46.63 m の場所に，圧力測定のための圧力セン

サーが取り付けられている．以下の論議では，仕切り板から 0.75 m の位置を距離 x の原点と

する．そして x=0 での圧縮波を初期圧力波形とし，x=8.91 m, 24.52 m, 40.12 m, 45.88 m におい

て管内伝播によって変形した圧縮波の波形を測定する．また，x=45.88 m においてテストセク

ションを設置してある．テストセクションの側面には光学ガラスが取り付けられており，こ

の光学ガラスを介してレーザビームを低圧室管内に貫通させる． 

 

3.2.2 急速開口弁 

 圧縮波を発生させるために本実験で使用した急速開口弁を図 3.7 に示す．従来の隔膜方式

ではなく，本実験では急速開口弁を用いた．その理由として，従来の破膜装置に比べ安定した

圧縮波が作りやすいこと，また比較的開口時間が長いので波面が緩やかな圧縮波を発生させ

ることが挙げられる．急速開口弁の作動圧室内を真空ポンプで負圧にすることでピストンを

図の上方(衝撃波管の波動駆動部を閉じる向き)に，逆に加圧ポンプで加圧することでピストン

を図の下方(衝撃波管の波動駆動部を開く向き)に移動させることができる．作動に際し，まず，

ピストンを上方に移動させ，弁板が波動駆動部と波動伝播管を仕切る位置に移動させる．続

いて，電磁石に直流電流を流してピストンを固定し，急速開口弁の作動圧室内に任意の高圧

の空気を封入する．作動室圧力 ΔPv [kPa]（以下，弁圧と呼ぶ）を封気後，電磁石の電流を遮

断することで，ピストン前後の圧力差でピストンが急激に下方へ移動する．ピストンと弁板

の間には遊びが設けてあり，ピストンがその遊び分だけ下方へ動いた後，ピストンと仕切り

板は一体となって動き出すようになっている．その結果，注入された波動駆動部内の駆動気

体 ΔPh [kPa]が波動伝播管内に流入し，その波動伝播管内の空気を圧縮することで圧縮波は形
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成される．また，ピストンは終端のゴム製の緩衝材で停止するようになっている．急速開口弁

の作動圧室に封入する弁圧や，波動駆動部に封入する空気の圧力などを調整することで，様々

な強さ ΔPcや，最大圧力勾配 (d(p) ∕ dt)maxの圧縮波を高い再現性で生成することができる． 

 

3.2.3 レーザ差動干渉計 

圧縮波背後の流れを測定するために本実験で用いたレーザ差動干渉法(LDI)の光学系の概略

を図 3.8 に示す．光源のヘリウム・ネオンレーザ（He-Ne laser; uniphase 社製，Model:1136P，

波:632.8 nm，出力:20 mW）から出た直線偏光のレーザビームは，波長板(retardation plate; Melles 

Griot 社製，02WRM005)により円偏光に変えられる．これにより初期の偏光面の方向性が消え

ることとなる．次に円偏光のレーザビームは，第 1 のウォラストンプリズム(Wollaston prisms; 

シグマ光機社製，WPPC-10-05AN)により，偏光面が互いに直交する 2 つの直線偏光のレーザ

ビームに分割される．このウォラストンプリズムから焦点距離だけ離して置いたレンズによ

り，2 本の平行なレーザビームとなり，それぞれのビームは基準ビーム及び測定ビームとして

用いられる．測定ビームは測定対象物を透過し，基準ビームとの間に密度差による光路差が

生じている．そして，2 本のビームは第 2 のレンズ及び第 2 のウォラストンプリズムにより再

結合する．ここで，再結合したビームは 1 本のビームであるように見えるが，まだ互いに垂

直に偏光したままであるため干渉は生じてない．2 本のビームの光路差と LDI の出力 U は

cos2 の関係があるので，実験に際しては振幅の中央部分で測定を行うほうが精度の良いデー

タを取得することができる．そこで，2 本のビームの光路差を調節するために，バビネ・ソレ

イユ補償器(Babinet-soleil compensator; Melles Griot 社製，04SBC001)を用いる．これにより，マ

イクロメータに連動して 2 本のビームの光路差を調整することが可能となる．その後，第 3 の

ウォラストンプリズムにより 2 本のビームに分離され，受光器(Photo diode; 浜松ホトニクス

社製，S4114-35Q)に照射される．最終的に 2 本の干渉ビームの強度は，受光器の回路で電圧に

変換され，直流差動増幅器(Differential amplifier; 岩崎通信機社製，DA-2B)により電圧差がとら

れる． 

 

3.3 実験方法 

実験方法について述べる．最初に急速開口弁を閉じて波動駆動部内に任意の圧力の空気を

封入し，次に急速開口弁の作動圧室内に任意の高圧空気を封入する．急速開口弁を開くと，波

動駆動部内の空気が波動伝播管内に流入し，その管内の空気を圧縮することで圧縮波が形成

される．この測定方法の模式図を図 3.9 に示す．こうして形成された圧縮波による圧力の時間

的変化を，低圧室内壁に設置した圧力センサーにより測定する．圧力センサーとして，高感度

半導体圧力変換器(Kulite 社製，XCS-190-5G)を用いており，共振周波数はカタログ値で 150 kHz

である． 
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弁板から 0.75 m の位置をトリガー源（S1）とし，距離 x の原点（x=0）とする．つまり，ト

リガー源より上流部にある弁板は x= -0.75 m となる．S1 の位置から下流側にそれぞれ x=8.91 

m の位置に S2，x=24.52 m の位置に S3，x=40.12 m の位置に S4，x=45.88 m の位置に S5 の圧

力センサーを設置する．S1 がトリガーレベル以上の電圧を感知した時点を原点としてトリガ

ーがかかり，500ms 間にわたって圧縮波の波形を記録する．また，圧力測定と同時に，x=45.88 

m の位置(S5)で LDI による計測も行う． 

圧力変換器から出力される電圧はアンプ（DC AMPLIFIER; TEAC 社製，SA-59）により増幅

される．また，LDI から出た電圧信号は，直流差動増幅器（HIGH GAIN AMPLIFIER; 岩崎通

信機社製，DA-2B）により電圧差がとられると同時に増幅される．増幅された信号はメモリハ

イコーダ（MEMORY HiCORDER; 日置電機社製，8861-50）によって測定結果を記録する．ま

た，測定のサンプリング周波数は 1 MHz であり，データ点数は 50 万点まで取得する． 

テストセクション内でのレーザビームの配置を図 3.10 に示す．本実験は，レーザ差動干渉

計の基準ビームと測定ビームを図 3.10 における設定で行った．図 3.10 に示すように，基準ビ

ームを主流部分に，測定ビームを管壁付近に通すことで主流との相対密度を測定した．なお，

2 本のビームの間隔は 17.5 mm となっている． 

 

3.4 予備実験 

テストセクションにおけるビーム径を測定した結果を以下に示す．光源側テストセクショ

ンの光学ガラスから 130 mm の位置において，ナイフエッジをつけたハイトゲージを用いて

テストビームのビーム径を測定した．測定方法として，ハイトゲージを 5/100 mm 毎下げるこ

とによりビームの強さを弱め，差動回路による出力電圧を測定することでビーム径を測定し

た．図 3.11 は，フォトダイオードの出力電圧とハイトゲージの移動量を示している．ここで，

レーザ強さのエネルギーを断面で見ると正規分布形の強さ I を持っていると仮定し，レーザ

光の太さを Imax の 1/2 となる際の x 軸の幅をレーザ光半値幅とし，レーザ光のビーム径とし

た．その結果，本実験におけるビーム径は 446 μm であった．  
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3.5 測定された圧力波の解析方法とその定義 

オーバーシュートが存在しない場合の圧縮波の波形の定義を図 3.12 に示し，オーバーシュ

ートが存在する圧縮波と，圧縮波と衝撃波の混在した圧力波の定義について図 3.13 に示す．

本実験では，伝播する圧力波の減衰と変形を調べなければならないが，実験のデータだけで

は圧力波の波形の時間変化が見てとれるだけである．これを考察できるデータとするために

解析作業を行う必要がある．圧力波の波形で重要なものは，圧縮(圧力)波強さ(つまり最大圧

力値)，衝撃波強さ，及び波頭から圧力が極大または極小となるまでの時間である．本研究で

はこれらを以下のように定義した．まず，図 3.12 に関しては，各測定位置における圧力が大

気圧の状態から上昇し始める点を波頭，圧力の上昇が終了する点を波尾とし，それぞれ点(a)，

(d)とした．また，点(b)は圧縮波の圧力上昇部での変曲点であり，点(b)の接線と点(d)の接線の

交点である点(c)を圧縮波の強さ Δpcとした．また，図 3.13 に関しては，圧力上昇の開始点を

波頭，上昇が終了する点を波尾とし，それぞれ点(a)，(f)とした．測定された圧力波において

ステップ状の衝撃波部分の圧力波高さ点(b)－(c)間を衝撃波強さ Δps，圧力が最大となり減少

へと転じる点(d)における圧力波高さを圧縮波強さ Δpc とした．点(e)は圧力が極小となる点で

あり，点(d)－(e)間の圧力波高さを圧力損失 Δptとした．また，本研究では衝撃波の図 3.14 の

ように，伝播する波の最大圧力勾配を測定し，最大圧力勾配が 30 kPa/ms 以上となる位置まで

を衝撃波とした． 

 

 

3.6 実験条件 

実験を行うに際し，図 3.12 において定義した初期圧縮波の強さ Δpc，圧縮波の初期最大圧力

勾配(∂(Δp) ∕ ∂t)maxについての 15 個の初期条件( Case A,B,C,D,E,F,G,H,I,J,K,L,M )を定めた．こ

らの条件に加え高圧部初期充填圧 Δph,i [kPa]を表 3.1 に示す． 

また，圧力センサーの設置位置を，トリガー源（S1）からの距離 x および伝播距離（管の長

さ）を等価直径（D*=56 mm）で除した無次元伝播距離 x/D で表したものをそれぞれ表 3.2 に

示す． 
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表 3.1 初期条件 

 高圧部初期充填圧 

Δph,i 

[kPa] 

 

初期圧縮波強さ
Δpc,i 

[kPa] 

 

初期最大圧力勾配 

(∂(Δp) ∕∂ t)max 

[kPa/ms] 

 

case A 70±0.2 36.5±0.1 13.55±0.1 

case B 65±0.2 34.1±0.1 12.50±0.1 

case C 60±0.2 31.8±0.1 11.67±0.1 

case D 55±0.2 29.3±0.1 10.22±0.1 

case E 50±0.2 26.6±0.1 7.84±0.1 

case F 45±0.2 24.3±0.1 7.41±0.1 

case G 40±0.2 20.9±0.1 7.06±0.1 

case H 35±0.2 18.4±0.1 6.12±0.1 

case I 30±0.2 16.0±0.1 5.01±0.1 

case J 25±0.2 12.0±0.1 4.05±0.1 

case K 20±0.2 10.9±0.1 3.86±0.1 

case L 15±0.2 8.28±0.1 3.06±0.1 

case M 12±0.2 6.67±0.1 2.58±0.1 

 

  

 

表 3.2 圧力センサーの設置位置 

 トリガー源からの距離 

x [m] 

無次元伝播距離 

x/D [-] 

S1 0 0 

S2 8.91 159.1 

S3 24.52 437.9 

S4 40.12 716.4 

S5 45.88 819.3 
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図 3.1 レーザ差動干渉法の光学系 

 

 

図 3.2 第 3 ウォラストンプリズムの傾き 

 

図 3.3 Δに対する U の変化 

 

 

 



27      

 
 

 

図 3.4 密度差が大きい場合の出力信号 

 

 

図 3.5 実験装置概略図 



28      

 

 

図
 
3
.6
 
実
験
装
置
全
体
図

 



29      

 
 

 

図 3.7 急速開口弁 
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図 3.8 光学系(レーザ差動干渉計) 

 

 

図 3.9 衝撃波管内に形成される圧縮波の模式図 
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(a)Setup A 

 

図 3.10 テストセクションにおけるレーザビームの配置 

 

 

図 3.11 ハイトゲージの刻みに対するフォトダイオードの出力 
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図 3.12 圧力波の定義（オーバーシュートがない場合） 

 

図 3.13 圧力波の定義（オーバーシュートがある場合） 
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図 3.14 衝撃波の定義 
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第 4 章 実験結果および考察 

 本章では，実験結果について述べる．波動シミュレータを用いて管内に圧縮波を発生させ，

管内の圧力を定点測定することにより，圧力波形を取得した．またレーザ差動干渉計により

管内の密度を測定し，圧力波背後に発達する非定常境界層の遷移と発達の特性について考察

する． 

 

4.1 長い管路内を伝播する圧力波の波形 

各条件にて測定された圧力波の波面前面形状を図 4.1~4.5 に示す．初期圧縮波の圧力波形は

図 4.1 に示し，伝播圧力波の圧力波形を図 4.2~4.5 に示している．なお，テストセクションに

おける圧力波形は図 4.5 に示す．図の横軸は伝播時間，縦軸は大気圧からのゲージ圧である．

図 4.1 の波形をみると，本研究で用いた急速開放弁により様々な圧縮波強さおよび最大圧力

勾配を持つ圧力波が作り出せていることが分かる．初期の圧縮波波面形状は単調に圧力が増

加し，その後の圧力波一定，あるいは緩やかに増加している．図 4.2～4.5 より圧縮波が管内

を伝播するにしたがって，非線形効果によって次第に波面が切り立っていき，圧縮波の一部

が衝撃波に遷移して衝撃波と圧縮波が繋がった圧力波になっていることが分かる．  

case K，case L，case M の場合は，x/D= 716.4 (x= 40.12 m) において衝撃波のステップ状の部分

が表れており，case C，case D，case E，case F，case G，case H，case I，case J については，x/D= 

437.9 (x= 24.52 m) においてステップ状の圧力上昇が確認できる．また，case A，case B の場合

は，x/D= 159.1 (x= 8.91 m)においてステップ状の圧力上昇が確認できる． 

なお，x/D= 819.3 (x= 45.88 m)，テストセクション)において圧力波後半の 210 ms 付近で急激に

圧力が減少しているが，これは低圧室開口端から反射した膨張波が測定位置に到達したため

である．（図 4.6 x-t 線図参照） 

伝播するにつれ各条件の圧力強さの差が小さくなっており，圧力強さが大きいほど減衰の

度合いが大きくなっている．圧力損失の原因として管摩擦があげられるが，この管摩擦の影

響は層流や乱流といった流れの状態や Re 数，管の粗さなどの要素をもつ．本実験では，管の

粗さは一定であるため，次節において流れの状態や Re 数について測定した密度から考察を行

う． 

4.2 レーザ差動干渉計による伝播圧縮波背後の密度測定 

図 3.11 に示すようにレーザ差動干渉計（LDI）の基準ビームを管の中央付近に通し，case A

から case M の条件において，テストビームを管下壁より h= 0.5，1.0，1.5，2.0，2.5，3.0，3.5，

4.0，4.5，5.0，6.0，7.0，8.0，9.0，10.0，12.0，14.0，16.0 mm の 18 点に通し行った．これに

より，圧縮波背後の主流と境界層との相対的な密度の時間変化が測定できる．  

この実験で得られたレーザ出力信号を，第 3 章で説明した式(3.13)を用いて密度変化に変換
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したものを図 4.7 に示す．縦軸は主流との密度差 Δρ [kg/m3]，横軸は時間 t [ms]となっており

測定高さごとに 0.01 kg/s3ずつ差をつけて示している．また明瞭化のため区間を 100 点とする

移動平均処理を行っている． 

視覚的に密度差 Δρ [kg/m3]が分かりやすいように図 4.7 より作成したコンターを図 4.8 に示

す．縦軸は主流との密度差 Δρ，横軸は時間 t [ms]となっている．さらに次節において圧力と密

度の関係を考察するためテストセクションにおける圧力波形を密度差コンターの下に配置し

ている． 

図 4.7 より，全ての条件において，圧縮波の波頭通過後に主流との密度差が上昇しているこ

とが読み取れる．これは，テストビームが非定常境界層内を通過し，主流部分と密度差が生じ

たことを表している．  

 いずれの条件においても壁面に近くなるにつれ密度が上昇している．また密度の上昇も壁面

に近い点から始まっていることが確認できる．さらに壁面から高い位置の密度差では，0 を基

準に値が上下しており主流と測定位置の密度差が非常に小さく流れは乱れていると考えられ

る． 

 図 4.7 の各々の条件について詳しく見ていくと case A から case J では 140 ms 付近に測定高

さ方向のピークが見られる．また case A から case I において 170 ms から 200 ms に波形に谷

が存在していることが確認できる．Mirels の境界層理論では，時間変化と共にこのようなピー

クや谷は発生いないため，測定レーザの 2 点間で遷移などが原因で密度変化に時間差が生じ

たことが予測される．この谷の部分では壁面近くでは主流と測定部の密度差が確認できるが

壁面から離れた部分では，主流との密度差がほぼなくなっていることが確認できる．またコ

ンター図にすると確認できないが谷の領域以降では，乱れが大きくなっており密度の乱れが

大きくなっていることが確認できる．この乱れは測定時間全てに一様に乗っていないため，

流れの乱れ強さが信号の乱れとなっていると考えられる． 

4.3 非定常境界層の遷移 

4.3.1 圧力波形と密度変動の関係 

図 4.8 より case L，case M 以外の条件では，密度が上昇の特性がおおよそ 3 段階に分かれて

いることが確認できる．1 段階目を Phase1(遷移開始前)，2 段階目を Phase2(遷移中)，3 段階目

を Phase3(遷移終了後)とし，図 4.8 に Phase 間の境界を黒の破線で示す．また case L は Phase1

と 2，case M では Phase1 のみとした． 

また Phase の判断は以下のように行った． 

(1) Phase1…密度変化が確認できる高さが瞬間的に 3mm~4mm 程度に増加する点． 

(2) Phase2…密度変化が確認できる高さが瞬間的に 9mm~16mm 程度に増加する点． 

(3) Phase3…密度変化が確認できる高さが最大値から減少する点． 

図 4.8 より初期圧力波強さが強いほど波頭から Phase2 と Phase3 が始まる時間が早くなって
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いることが分かる．また各条件の圧力波は Phase2 の位置から圧力の減少がみられるが，これ

は Phase2 の段階で遷移し摩擦係数が増加したことが原因の 1 つと考えられる．この他にも圧

力波内の音速の違いによる波形の変化や圧縮波後部に存在する膨張波の影響が考えられるた

め今後検討が必要である． 

次に Phase2 において実際に遷移しているかを確認するために，次節において密度プロファ

イルの測定値と Mirels の境界層理論における理論値を比較していく． 

 

4.3.2 Mirels の非定常境界層理論と密度変動の比較 

 境界層内の状態を確認するために，各条件の各 Phase における密度プロファイルを境界層

厚さと，主流密度と壁面密度の理論値の密度差 w e)で無次元化したものと，Mirels の境

界層理論における層流と乱流の理論プロファイルを図 4.9 に示す．また Phase2 では密度の上

昇している領域が高さ方向に急激に上昇していることから遷移を開始していると考え，wを

層流と乱流の両方の理論値を拡大適用して無次元化を行った．（Phase2 内において緑のプロッ

ト点は層流の壁面密度，橙のプロット点は乱流の壁面密度で無次元化） 

プロファイル取得点は別途表 4.1 に示す． 

Mirels の境界層理論では，乱流の場合壁面近くでは壁面から離れるにつれ急激に密度が減

少し，その後緩やかに減少をする特徴を持っている．一方，層流の場合乱流のような壁面近く

での急激な密度変化は見られない特徴がある．この特徴と無次元化された密度を用いて流れ

の状態を把握していく． 

 各条件において無次元化した実験値を理論値と比較していくと，Phase1 においては，全て

条件で層流の理論値と実験値がよく一致している．Phase2 ではすべての条件で層流と乱流の

中間の値をとっており Phase2 が遷移領域であると考えられる．Phase3 では case A から case D

においては乱流の値とよく一致しているが，その他の条件では Phase2 と同じく層流と乱流の

中間の値をとっている．この原因としては乱流の理論プロファイルでは壁面に近づくほど壁

面密度が上昇するため無次元化の分母である w e)が小さくなったことが考えられる．

Phase3 の値は高さ方向の密度変化の乱れが大きく，壁面に近いほど密度が高くなっていない．

この原因として，境界層厚さが厚くなり 2 本のレーザ間でほとんど密度差がないうえで，流

れが乱れたことが原因と考えられる． 

  

4.3.3 遷移レイノルズ数による考察 

 密度波形から求めた波頭通過から遷移開始までの時間(Phase2 の開始時間)Δttr1，遷移終了ま

での時間(Phase3 の開始時間)Δttr2 おける Re 数を以下の式で定義する．この式は，圧力による

流速と圧力波の伝播速度を考慮し，座標系を波頭に固定するように補正したものである． 

tr

s

s

tr
t

uU

Uu
Re 




)(

2


 (4.1) 
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ここで，u [m/s]は波面背後の ΔPc[kPa]における流速，Us [m/s]は圧縮波を厚さの薄い有限振幅

波と見なした時の伝播速度，ν[mm2/s]は動粘性係数とする．各波形から読み取った Δttr1と Δttr2

を式(4.1)の Δttr に代入して求めたレイノルズ数をそれぞれ Retr1，Retr2 とし，図 4.10 に示す．

また図 4.10 での横軸のレイノルズ数は以下の式で定義する． 

𝑅𝑒 =
𝑢𝐷

𝜈
 (4.2) 

ここで，D は管の等価直径である．本実験で用いた一辺 56 mm の矩形管の場合 56 mm とな

る．図 4.10 には，理論値として乱れ強さ 0.3%の平板定常流における境界層の遷移レイノルズ

数(48)（遷移開始 Re=1.3×106 ，遷移終了 Re=6.0×106 ）をプロットしている．図 4.10 より，遷

移開始時の遷移レイノルズ数 Retr1は，平板定常流における遷移開始時の遷移レイノルズ数よ

り小さい値をとっているが高い Re 数においては近い値をとっており，遷移していることが考

えられる．次に，遷移終了時の遷移レイノルズ数 Retr2は平板定常流における遷移終了時の理

論値とよく一致しているが，Re=1.0×105 より小さい条件では小さくなっていることが確認で

きる．また，遷移終了時の遷移レイノルズ数 Retr2においても流れ場のレイノルズ数が大きい

条件になるにつれて，実験結果から得られた遷移レイノルズ数は大きくなることが確認でき

た． 

レイノルズ数が小さくなるほど理論値を離れた値をとるが，これは，平板定常流における

圧力，流速が一定であるが，実験で用いた管路内の圧力や流速が一定でないため，遷移時間が

その影響を受け，式(4.1)の Δttrが変化したことが原因であると考えられる．そのほかの原因と

して主流の Re 数が増加すると流速が増加するが，本実験では管の粗さなど流れの乱れ強さに

影響を与える要素は変更していない．そのため，主流 Re 数が低い条件では流速に対する乱れ

強さの影響が相対的に増加したために遷移が早まったのではないかと考える．参考とした平

板定常流における遷移 Re 数の理論値も流れ場の乱れ強さの影響を受けるため(50)，今後流れ場

の乱れ強さについての検討が必要である． 

 

4.4 非定常境界層の発達と完全発達流れ 

これまで圧力波背後の境界層の流れの状態について密度プロファイルや Re 数から検討を

おこなった．その中で図 4.8 の密度差コンターの case A から case F の条件において，最大で

30 ms (10.12 m)の区間で高さ方向の密度プロファイルが伝播方向において変化しない領域が

確認できた．そのため，伝播方向のいくつかの点で主流との密度差の変化を確認した．この結

果を図 4.11 に示す．青いプロットポイントは伝播方向の密度差変化がなくなる点の密度差，

その他のプロットポイントは伝播方向の密度変化が無くなったと考えられる点の密度差であ

る． 

なお完全発達流れとなった領域の判断は以下の 3 項目でおこなった． 
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(1) h=16.0 mm における波形で密度差が確認できる領域． 

(2) h=0.5 mm の密度差波形を時間微分した後 10000 点の移動平均をかけ，密度の変化率が±5.0

×10-4 (kg/m3 )/ms 程度の 1 対の山と谷が終わった後の領域． 

(3) 項目(1)，(2)と図 4.7，図 4.11 と図 4.12 の総合判断． 

6 つの条件全てで，伝播方向の密度変化が無くなったと考えられる領域(完全に発達したと

考えられる領域)の密度差に各位置での大きな差は見られず，特に壁面においてはすべての条

件で密度差が伝播方向でよく一致している．壁面から離れた位置では，境界層の発達にとも

ない主流にも乱れが生じたためか，いくつか一致していない点も見られた． 

図 4.13 は，完全発達流れとなったと判断した管の無次元長さを示している．また参考とし

て本実験の Re 数とよく一致した条件(Re=4.0×104~1.8×105)で K.Lien らによって報告された無

次元長さ x/D=150(51)と遷移終了点からその無次元長さ，Mirels の境界層理論において乱流境界

層厚さが管の中心に達した際の管の無次元長さを示している．K.Lien らの行った実験では，

助走区間の始点の流れの状態が乱流であるため，本実験で遷移が終了したと確認した領域を

始点としている． 

実験の結果は，遷移終了点を始点とした K.Lien らが報告した無次元長さと Mirels の境界層

理論から算出した値とよく一致している．また Re 数の増加とともに完全発達流れとなる管の

無次元長さが短くなる傾向は，K.Lien と Mirels の値ともに確認できた． 

本研究で密度波形から見積もった遷移終了点を始点とし，K.Lien によって報告された乱流

の完全発達無次元長さが，本研究で行った完全発達無次元長さの実験値とおおよそ一致して

いるため本研究で密度波形から見積もった遷移終了点がおおよそ信頼に足る値であると考え

る． 
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表 4.1 プロファイル取得時間(単位は ms) 

  

条件 Case A Case B Case C Case D Case E  Case F Case G 

層流 131 133 133 135 135 135 138 

遷移 145 145 150 150 150 150 160 

乱流 160 160 165 165 170 180 180 

条件 Case H Case I Case J Case K  Case L Case M  

層流 138 140 140 145 150,180 150,180  

遷移 160 165 160 160 210   

乱流 180 180 200 200    
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図 4.1 初期圧縮波の圧力波形，x/D= 0 (x= 0,S1) 
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図 4.2 伝播圧力波の圧力波形，x/D=159.1 (x=8.91 m,S2) 
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図 4.3 伝播圧力波の圧力波形，x/D=437.9 (x=24.52 m,S3) 
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図 4.4 伝播圧縮波の圧力波形，x/D=624.8 (x=34.89 m,S4) 
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図 4.5 テストセクションにおける圧力波形，x/D=819.3 (x=45.88 m,S5 
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図 4.6 x-t 線図 
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Case A 

 

Case B  

 

  

Case C 

 

Case D 

図 4.7 テストセクションにおける主流との密度差 
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Case E 

 

Case F 

  
Case G 

 

Case H 

図 4.7 テストセクションにおける主流との密度差 
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Case I 

 

Case J 

 

  
Case K 

 

Case L 

 

図 4.7 テストセクションにおける主流との密度差 
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Case M 

 

 

 

図 4.7 テストセクションにおける主流との密度差 
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Case A 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case B 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case C 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case D 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case E 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case F 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case G 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case H 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case I 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case J 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case K 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case L 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case M 

図 4.8 x/D= 819.3 における密度差コンターと圧力時系列波形 
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Case A 

 

Case B 

 

  
Case C 

 

Case D 

 

図 4.9 測定値の密度プロファイルと Mirels の境界層理論の比較 
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Case E 

 

Case F 

 

  
Case G Case H 

 

図 4.9 測定値の密度プロファイルと Mirels の境界層理論の比較 
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Case I 

 

Case J 

 

  
Case K 

 

Case L 

 

図 4.9 測定値の密度プロファイルと Mirels の境界層理論の比較 
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Case M 

 

 

図 4.9 測定値の密度プロファイルと Mirels の境界層理論の比較 

 

図 4.10 境界層内の遷移レイノルズ数 
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Case A Case B 

  
Case C Case D 

図 4.11 発達した領域の主流との密度差 
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Case E Case F 

図 4.11 発達した領域の主流との密度差 
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Case A Case B 

  
Case C Case D 

図 4.12 h=0.5 mm における密度差の変化率 
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Case E Case F 

図 4.12 h=0.5 mm における密度差の変化率 

 

 
図 4.13 完全発達流れとなる無次元距離 
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第 5 章 結論 

 本研究では，管内を圧縮波が伝播する現象について，波動シミュレータを用いて圧力波を

発生させ，その伝播圧縮波背後の流れを測定し，解析を行った．測定にレーザ差動干渉計を用

いることで，管内流れの密度変化と境界層内の情報を取得した．これらの結果から伝播圧縮

波により誘起される非定常境界層の特性について考察した．  

 

5.1 長距離伝播の波形の変形について 

（1） 圧縮波が長距離を伝播することで，圧力波後部の音速が波頭の伝播速度より速いため

に起こる非線形効果により波面の切立ちや距離減衰が確認された． 

 

5.2 レーザ差動干渉計による伝播圧力波背後の密度測定について 

（1） 管内を長距離伝播する圧力波に対して，レーザ差動干渉計を用いることで，主流と各

測定高さにおける微小な密度変動を測定することができた． 

（2） 上記の測定において層流と乱流の判断が可能な高さおよび，境界層外縁が確認可能な

高さを測定することができた． 

 

5.3 非定常境界層の遷移について 

（1） 測定した密度波形からコンターを作成し，層流，遷移領域，乱流のそれぞれの領域で

測定した密度差から無次元化した密度プロファイルが取得できた． 

（2） 密度プロファイル，Mirels の境界層理論，他の実験における遷移 Re 数と比較するこ

とで流れの状態を確認することができた． 

（3） 圧力波と密度プロファイルから得た流れの状態を比較することで，圧力波形と密度変

動の関係を確認することができた． 

 

5.4 非定常境界層の発達と完全発達流れについて 

（1） 主流と測定点の密度差の伝播方向への変化から完全発達流れとなる領域の確認を行

うことができた． 

（2） 類似の研究や理論値と比較することで，完全発達流れとなる管の無次元長さの Re 数

に対する特性を明らかにすることができた． 
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5.5 今後の課題 

（1） 本研究においては，密度プロファイルを時系列上で 3 点測定したが，プロファイルの

時間変化が明らかになっていないため，今後測定点を増やし遷移領域のプロファイルの

時間的変化の検討が期待される． 

（2） 遷移 Re 数の検討に平板定常流において報告されている実験値を用いたが，この値は

主流の乱れ強さの影響を大きく受けるため，本研究においても主流速度を計測し乱れ強

さの影響の検証が必要である． 

（3） 完全発達の無次元長さについて検討を行ったが，計測開始後 220 ms でテストセクシ

ョンに膨張波が到達するため，Re= 1.5×105以下の条件では完全発達と判断するに十分な

長さが取れなかったため測定可能な条件でのデータの補強が必要である．
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